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1．はじめに
〇セーフティネットの流行？
• 2000年代に急速に用いられる
→cinii researchでヒットしたもの

〇居住保障政策のセーフティネット
• 市場化に伴うセーフティネット化
2006年 住生活基本法
2007年 住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の
供給の促進に関する法律）
2017年 改正住宅セーフティネット法
住宅宅地審議会，1995，『21世紀に向けた住宅・宅地政策の基本的体系について(答申)』．
川崎直宏，2019，「住宅セーフティネット制度の限界と今後」『都市住宅学』105．
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1．②新しい住宅セーフティネットはどこが新しいか？

①入居拒否に対する対応
• 家主は高齢者、障害者などを対象に、入居への拒否感＆入居拒否
国土交通省，2016「多様な世帯が安心して暮らせる住まいの確保に向けた当面の取組みについて （参考資料）」『安
心居住政策研究会』第9回．／2019，「資料5わが国の住生活をめぐる状況等について」『第47回住宅宅地分科会』．
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2010年調査 2015年調査 2018年調査

入居を拒否している賃貸人の割合

単身の高齢者 8 8.7 10.9

高齢者のみの世帯 6.8 4.7 11.4

障害者のいる世帯 4 2.8 11.0

小さい子供のいる世帯 1.3 5.2 0.7

母子(父子)世帯 1.3 4.1 1.0

入居に拒否感がある賃貸人の割合

高齢者世帯 59.2 70.2 77.0

障害者のいる世帯 52.9 74.2 68.0

小さい子供のいる世帯 19.8 16.1 11.0



国土交通省「行政事業レビュー公開プロセス説明資料【事業名】居住支援協議会等活動支援事業」

〇
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1．③新しい住宅セーフティネットはどこが新しいか？

②居住支援概念の提起
2007年 住宅セーフティネット法：居住支援協議会の設置
2017年 上記改正法：居住支援法人の設置
第四十二条 支援法人は、当該都道府県の区域内において、次に
掲げる業務を行うものとする。
一 登録事業者からの要請に基づき、登録住宅入居者の家賃債務
の保証をすること。
二 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する
情報の提供、相談その他の援助を行うこと。
三 賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上
に関する情報の提供、相談その他の援助を行うこと。
四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
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参考1

①住宅確保要配慮者の入居
を拒まない賃貸住宅の登録
（セーフティネット登録住宅）

②登録住宅の改修や
入居者への経済的な支援

③住宅確保要配慮者への
居住支援
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2．何が問われているか？
＊現時点では改正法について多くの理解
→少子高齢化・格差社会化を背景にニーズが多様化するなか、居住支
援概念の提起・制度化を行う、という改正法に込められた現代的意義

〇改正法をめぐる社会学者の任務
←これまで「うまく」行ってきたがゆえに問題とされてこなかったこと
が、変化し・機能しなくなった
＊くいつぶし型経営の潜在的機能による住宅問題への対応
→民間貸家経営における脱人格化・産業化・機能分化から改正法
を理解する必要あり

7



2．②民間貸家経営の産業化・機能分化
①借家法
• 家賃規制（1939～家賃統制令）、立ち退き規制（1941～借家法・正当事

由）
→前者は戦時中以降徐々に緩和・廃止、正当事由は現存
②宅地建物取引業法（1952年）
• 取引に関する法的ルール・規制⇔それ以外の貸家業は対象外
→不動産業者は、仲介手数料で安定的な利益を得る一方、仲介それ自体は
恒常的業務ではないため、実態としては管理業も兼任
③1980年代以降の産業化・機能分化・脱人格化
• 税制優遇や再開発とあいまってくいつぶし型経営は相対化
→くいつぶし型経営が難しくなったからこそ、民間借家経営の機能分化・産業
化・脱人格化がこの20年のトレンドに？ 8



参考2．民間借家法制史概論
1939年 家賃統制令
1941年 借家法改正・正当事由挿入
1952年 宅地建物取引業法
1991年 借地借家法制定
1993年 特定優良賃貸住宅法
2000年 定期借家法
2006年 住生活基本法
2007年 住宅セーフティネット法
2010年 賃借人居住安定法→未成立
2011年 賃貸管理事業者登録制度
2017年 改正住宅セーフティネット法／家賃債務保証業者登録制度
2020年 サブリース規制法
2021年 賃貸住宅管理業法
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3．家賃債務保証業

〇家賃債務保証
借家の賃貸借契約において、家
賃債務保証を行う主体によって
賃借人の信用補完を行い、賃貸
人の貸し渋りを防止するとともに
、当該主体による求償権の行使
の権限を付与する
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3．②家賃債務保証業の時期区分と総論
第Ⅰ期：家賃債務保証業の登場（2000～2007年）
• 高齢者、外国人、障害者などの集団の問題として可視化
第Ⅱ期：家賃債務保証業の社会問題化（2008～2011年）
• ワーキングプアも含む形で社会問題化
第Ⅲ期：家賃債務保証業の過渡期（2012～2016年）
• 賃借人居住安定法廃案以降、Ⅳ期までの過渡期
第Ⅳ期：家賃債務保証業のルール成立（2017年～現在）
• 改正住宅セーフティネット法に随伴して家賃債務保証業の制度的確定
→本報告では、第Ⅱ期を中心に分析を行う
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4．前史としての第Ⅰ期（2000～2007年）
①背景
• 外国人（バブルによる大量流入）、高齢者（バブルによる立退き）、障害者

（地域自立生活）など、民間借家へのニーズが高まる
→東京都、東京都特別区、横浜市、川崎市は独自施策に取り組む
②家賃債務保証に対する公的保証の仕組み
（a）川崎市住宅基本条例…市が指定した業者との契約を市が保証
（b）高齢者住まい法…国交省が指定した法人との契約に国が保障
③第Ⅰ期の意義
（a）入居支援・居住支援の概念が自治体→国へと接続
（b）「公的保証」の仕組みはいくつかのパタンが存在（稲葉 2005）
（c）当事者も含めた住民も参加する形でのルールづくり（金子 2001）
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4．②第Ⅱ期（2008～2011年）の時期区分と特質

①～2009年1月
（a）家賃債務保証業を担う民間業者は、2000年代以降に登場
（b）2000年代中盤以降、いわゆる追い出し行為が社会問題化
（c）スマイルサービス被害対策弁護団結成（2008年7月～）
②2009年1月～2010年3月
（a）国交省：社会資本整備審議会住宅宅地分科会民間賃貸住宅部会設置
（b）同：家賃債務保証業に関する調査及び要請（←2009年2月／↑1月）
（c）賃借人居住安定法が参議院提出（2010年3月）
③2010年3月～2011年12月
（a）結果的に賃借人居住安定法は廃案（2011年12月）
（b）賃貸住宅管理業者登録規程（2011年9月／上記と無関係？）
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5．家賃債務保証業の社会問題化
〇いわゆる追い出し（屋）被害の告発
• 家賃の滞納が生じた際、家賃債務保証業者などが、入居者に対して求償権

を行使することに関連して、多くの問題が指摘（高嶌 2009）
①不当な契約条項の使用
• 物件の一時使用禁止、立ち入りや鍵の交換などによる督促、賃貸借契約の

解除権の行使、残置物の撤去…などについて認めさせる
②契約条項を名目とした各種の違法行為
• 実際に家賃滞納が生じた際には①に基づいて行使
③反社会的態様の滞納賃料取り立て行為
• 深夜～早朝の訪問、家屋侵入、玄関のドアに督促の張り紙、10分ごとの督

促の電話…etc
→民法、消費者契約法など多くの法的問題が発生 14



5．②「追い出し屋」発生の背景
①入居者側の変容
• 第1期は高齢者、外国人、障害者などが対象者別に問題・対策
⇔むしろワーキングプア層が中心…親元から離れた不安定就労
→連帯保証人を家族・親族や上司には頼めない∧低収入・高い解雇リスク
②家賃債務保証業者の登場（民間賃貸住宅部会 2009）
• 2000年代以降に業務開始and/or兼業業者も半数近く
＋宅建業法、借地借家法、貸金業法など⇔家賃債務保証業の無規制
③社会問題化
• 消費生活センターへの家賃債務保証をめぐる消費者トラブルの相談件数
＝2004年度の44件→2008 年度495 件（民間賃貸住宅部会 2009 ）
→需給双方の構造的要因に、リーマンショックを媒介として、発露
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5．③法的規制におけるせめぎあい
①国交省の動き：2009年～2010年
民間賃貸住宅の部会を設置（2009年1月）、家賃債務保証業実態調査＆家
賃債務保証の適正な実施についての要請（2月）、中間とりまとめ（7月）、最
終とりまとめ（2010年1月）、賃借人居住安定法案（3月）

②内容の「後退」（風間 2009）
（a）借家人側は、審議の担い手および議論が事業者側に偏っていると批判
（b）中間とりまとめ以降、規制強化の方針を緩和するとともに家賃滞納等
データベースが提起
→そもそもは追い出し行為が問題の発端⇔事業者への規制を骨抜きにし、事
業者側の利益を確保する主張・勢力
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5．④賃借人居住安定法案の論点整理
〇賃借人居住安定法案（2010年3月）における3つの柱（内藤 2010）
①（法規制がなかった）家賃債務保証業の登録制度の導入
• これは賃借人側、賃貸人側ともに必要性を理解
②家賃滞納等データベースの登録制度の導入（仲野 2010）
賃貸人側：悪質賃借人排除のコストの効率化→賃借人全体にとっての利益
賃借人側：入居選別の強化、個人情報データの転用による賃借人の不利益
③家賃関連取立て行為への規制の導入
賃貸人側：取り立て行為への規制が大きすぎ、賃借人に偏りすぎた規制
賃借人側：規制がない状況である以上、貸金業法などの援用は妥当
→①を前提として、②および③はそれぞれ賃貸人・賃借人の要求であるがた
めに、対立は激化：結果として廃案に
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6．まとめ：家賃債務保証の生成と台頭
①保証会社利用層の一般化
（a）借家人層の拡大…高齢者、外国人、障害者に加えてワーキングプア
（b）家賃債務保証業…自治体、（財団など）特殊な組織形態に加えて民間
事業者
→民間借家の賃貸借契約に際して、保証人のみならず保証会社利用が定着

②追い出し行為と賃借人居住安定法案
（a）未規制状態の家賃債務保証における追い出し行為の社会問題化
（b）法的規制・ルールづくり：賃借人側と賃貸人側との激しい対立と廃案
→両者の運動・ネットワーキングが高揚した結果、賃貸人側のいったんの「勝
利」
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6．まとめ②
①民間貸家経営との関連から
（a）宅建業法（取引）によって、事実上、管理業務は実態的に不動産業者に
（b）家賃債務保証マーケットの生成
→貸金業法（いわゆるサラ金規制法）制定もあいまった新規参入増大
⇔追い出し規制を通じて家賃債務保証業務の事実上の（≠法的）確定＋リー
マンショックを介した業界再編：独立系と系列系への分岐
（c）民間貸家経営の機能分化…家賃関連≠建物という「管理」概念分岐へ

③今後の研究課題
（a）家賃債務保証業が、どのように現在の制度的定着に帰結したか？
（b）家賃債務保証の環境および主体的運動、政治的影響の解明
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